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　本年５月30日に令和６年度の食料・農業・
農村白書（以下、農業白書という。）が公
表された。農業白書では「新たな食料・農
業・農村基本計画の策定」のほか、持続的
な食料供給の実現に向け、コストを考慮し
た価格形成に係る環境整備等を内容とする

「合理的な価格の形成のための取組を推
進」、令和６（2024）年10月に施行された
スマート農業技術活用促進法に基づく取組
等を内容とする「スマート農業技術の活用
と今後の展望」の三つを特集として記述し
ている。

　また、トピックスでは令和６（2024）年
度における特徴的な動きとして、「農林水
産物・食品の輸出促進」のほか、「みどり
の食料システム戦略の進展と消費者の行動
変容」、「女性活躍の推進」、「農福連携の更
なる推進」、「令和６年能登半島地震等への
対応」の五つのテーマを取り上げている。
　ついで第１部食料・農業・農村の動向第
１章第２節我が国における食料の供給の部
で主要な食料の生産状況が紹介されてい
る。いも類に関する記述は以下のとおり｡

トピックス３　女性活躍の推進より

●行政情報●

令和６年度食料・農業・農村白書の概要
～いも類をめぐる状況について～
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いも類振興情報　165号　2025.10

（かんしょの収穫量は前年産並み）
　令和６（2024）年産のかんしょの作付面
積は、前年産に比べ0.6％減少し３万２千
ha。一方、収穫量は前年産並みの71万７千
tとなった。農林水産省では、共同利用施
設の整備や省力化のための機械化体系確立
等の取組を支援している。また、サツマイ
モ基腐病の発生・まん延の防止を図るため、
土壌消毒、健全な苗の調達等を支援すると
ともに、苗や種イモの高感度スクリーニン
グ技術、ほ場の発病リスク診断技術、発病
リスクに応じた対策技術等の研究成果を踏
まえつつ、防除技術の確立・普及に向けた
取組を推進している。
　なお、令和５（2023）年産のかんしょ生
産において、一部のほ場でサツマイモ基腐
病と異なる腐敗症状が確認されたことか
ら、オープンイノベーション研究・実用化
推進事業の緊急対応課題において、令和６

（2024）年度は原因菌の特定と、効果的な
防除対策の提案に向けて、農研機構が鹿児
島県、宮崎県、鹿児島県経済農業協同組合
連合会と連携して研究を行っている。

かんしょの作付⾯積と収穫量

資料：農林⽔産省「作物統計」
　注：令和６（2024）年産の収穫量は概数値

（ばれしょの収穫量は前年産に比べ増加）
　令和５（2023）年産のばれいしょの作付
面積は、前年産並みの７万１千haとなっ
た。一方、収穫量は前年産に比べ3.5％増
加し236万４千tとなった。農林水産省で
は省力化のための機械導入や収穫時の機上
選別を倉庫前集中選別等に移行する取組を
支援している。
　また、ばれいしょ生産に必要な種ばれい
しょの確保に向けた取組を支援するととも
に、ジャガイモシストセンチュウ類（PCN）
の発生・まん延の防止を図るため、共同施
設の整備等の推進や抵抗性品種への転換を
推進している。

ばれいしょの作付⾯積と収穫量

資料：農林⽔産省「野菜⽣産出荷統計」

　最後に令和６年度に行ったかんしょ・ば
れいしょの施策について以下のとおり紹介
している。
　かんしょについては、共同利用施設の整
備や省力化のための機械化体系の確立等へ
の取組を支援した。特にでん粉原料用かん
しょについては、多収新品種への転換や生
分解性マルチの導入、作業受委託体制の構
築等の取組を支援した。また、サツマイモ
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基腐病については、土壌消毒、健全な苗の
調達等を支援するとともに、研究事業で得
られた成果を踏まえつつ、防除技術の確立・
普及に向けた取組を推進した。さらに、輸
出の拡大を目指し、安定的な出荷に向けた
施設の整備等を支援した。
　ばれいしょについては、生産コストの低
減、品質の向上、労働負担の軽減、ジャガ
イモシストセンチュウやジャガイモシロシ
ストセンチュウの発生・まん延の防止を図
るための共同利用施設の整備等を推進し
た。また、収穫作業の省力化のための倉庫
前集中選別への移行やコントラクタ―等の
育成による作業の外部化への取組を支援し

た、さらに、ジャガイモシストセンチュウ
やジャガイモシロシストセンチュウの抵抗
性品種への転換を促進した。
　種子用ばれいしょ生産については、罹病
率の低減や作付面積増加のための取組を支
援するとともに、原原種生産・配布におい
て、配布品種数の削減による効率的な生産
を推進することにより、種子用ばれいしょ
の品質向上と安定供給体制の構築を図っ
た。
　いもでん粉の高品質化に向けた品質管理
の高度化等を支援するとともに糖価調整制
度に基づく交付金により国内産いもでん粉
の安定供給を推進した。


